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1．まえがき
　長期低迷期にある日本経済の立て直しには、知的財産と標準化を活用した産業の活性化が必須である。しかし、日本企業は現状ではこの二つを十分に活用しているとは言えない。それは政府のここ10年ほどの政策推進にも関わらず事態が改善していないことから明らかである。本稿では、政府の政策を有効に機能させるには教育が最重要であるとの認識から、大学院における知的財産と標準化の教育の現状と課題について考える。
2．知財と標準化に関する教育の重要性

2.1　我が国経済の長期低迷と政府の施策
　戦後の高度経済成長の原動力となり、一時は米国をも脅かしたかつての日本の製造業は1990年頃から20年ほどの間に凋落の一途をたどり、GDPの成長率は低迷を続けている。「失われた10年」はとうに過ぎ、「失われた20年」といっても良い状況になってしまった。そんな時に先の大震災が起こったため、このままではさらに悪い状況になりかねない。この長期経済の低迷の原因については別の研究に譲ることにして、本稿では政府がこれに対して行った施策とその効果を評価してみよう。2002年、当時の小泉首相は「知的財産立国宣言」を行い、知的財産政策を立ち上げた。2003年に知的財産戦略本部を設立、その年から毎年、「知的財産推進計画」を策定し、政策を推進してきた。この中で、徐々に国際標準化活動の重要性が認識されることになり、知的財産推進計画2010においては3つの主要戦略の第1に国際標準化の獲得が掲げられるようになった。この背景には、我が国製造業はもはや日本市場だけを対象とするのではなく、国際市場に出て行く必要があり、このために知財の保護と国際標準の獲得が必要であるとの認識がある。国際標準の獲得が知的財産推進計画に強調されはじめたのは、国際標準総合戦略（2006年12月6日）策定後の2007年頃からであり、それまでは国際標準化組織におけるIPRポリシーの整備とパテントプールの推進に焦点があった。これは、知的財産が国際標準の妨げにならないようにとの考えから出たものであり、国際標準の獲得といった観点とは異なっていた。つまり、2003年から最初の4年間と次の5年間は国際標準化に関する施策に違いがある。これは、日本企業が一向に国際標準化に対して積極的に取組む姿勢が見られないのを政府が感じとり、特に企業経営者に対して国際標準化の重要性を認識させようという意思のあらわれである。実際、ISO、IECの分野では、日本企業の幹事引き受け数が欧米の先進国に比べて伸び悩み、ITUではメーカの存在感が、世界のグローバル企業に比べて依然として著しく劣っていることからもうなずける。標準化だけでなく、日本企業の近年の低迷は知的財産戦略の弱さからも来ている。つまり、特許出願数は世界一にも係わらず有効な特許が少ないという指摘がある(1)。
　この現状を打開し、企業にイノベーションを起こさせるためには知的財産と標準化に関する教育を充実させることしかないと思われる。

2.2　知財と標準化に関して求められる教育の方向性
　日本の製造業は戦後の高度成長期のモデルから依然として脱しきれていないと思われる。戦後は米国が明確な目標であり、米国の技術をまねることにより、日本は確実に成長することができた。原材料を輸入し、これを高品質で加工することにより、低価格かつ高品質という競争力をつけた。ところが、1990年代にはいり、日本はほぼ米国に追いつき、お手本を失うことになると同時に、アジアの新興国が技術力を付け、日本を追い上げることになった。また、米国のプロパテント政策の影響もあり、周囲のビジネス環境が大きく変化したにも係わらず、日本企業は依然として過去の成功体験にしばられてきたように見える。その一つの証はものづくり（ハードウェア）へのこだわりである。米国の代表的な企業であるIBMはいちはやく、ハードウェアからソフトウェア（サービス）へと事業を移行したし、世界的に見てもアジア以外の先進国は相対的にものづくり産業からソフトウェア（サービス）産業へと移行している。しかし、日本企業は従来と同じ製品を今でも作り続けることにこだわっているように見える。もう一つは欧米のオープンイノベーションへの流れに乗れていないという点である。日本企業は依然として垂直統合型のビジネスモデルにこだわり、何でも自社内だけで解決する傾向が強いように見える。標準化について言えば、日本企業は依然としてオンリーワンの技術にこだわり、意図的に標準化の意義である市場の拡大に目をつぶろうとしているようにさえ見える。しかし、時代は既に大きく、しかも急速に動いており、日本企業には欧米のような国境をも越える大胆な事業再編と、事業のスクラップアンドビルドが求められているのである。これがなければ競争力の回復はあり得ないところまで来ている。このような状況を踏まえて、今後求められる知的財産と標準化に関する教育について考える。
3．教育の現状

3.1　知的財産に関する教育

　政府の知的財産戦略に呼応するように、2005年4月に知的財産専門職大学院が2校開校した。その後、法学系、工学系、あるいは経営工学系の大学院として知的財産に関する研究科あるいはコースが次々に開設された。大学院における知的財産教育の中で大きなウエイトを占めるのが、弁理士試験一部免除制度に対応した科目群である。特定の14科目28単位を修めて特許庁の審議会の審査に通れば、弁理士試験の一次試験の択一式60問中50問（著作権、不正競争防止法関連以外）が免除になる。また、工業所有権以外の分野で修士論文を書いて同様に特許庁の審議会の審査に通れば弁理士試験の二次試験の論文式4問のうち専門分野1問が免除になる。入学する学生のうち多くが弁理士試験資格に関心を持っているため、各大学ともこの免除制度への対応が求められているのが現状である。しかし、このことが各大学における教育の幅を狭める方向に働くことも確かである。
　弁理士試験への対応以外では、各大学院はそれぞれの特徴のある教育を実践している。本学について言えば専門職大学院ということから、実務経験が豊富な政府・企業出身の教員を豊富に擁していることを生かして、知的財産の実務に関する教育に力を入れている。例えば、元特許庁審判官、審査官による特許・実用新案法、および明細書記載要件や特許の技術的範囲に関する修士論文研究、あるいは企業の知的財産部や契約センター出身の教員による特許出願戦略や国際知的財産訴訟および契約に関する実践的な教育・研究などである。特に開校当初より力を入れているのが「知財インターンシップ」である(2)。これは近畿経済産業局が2005年度より推進している事業で、地元中小企業と地元大学から参加を募り、学生を企業にインターンとして派遣して知的財産関連の実務を経験させることにより、地域知財戦略の推進、中小企業の知財戦略推進、大学の知財教育の充実、学生の知財実務経験のwin-win-win-winの関係を狙っている。本学は当初より主要メンバーとして、この事業の発展に貢献している。本学の場合、大学院生を派遣することにより、医者や教員のインターンと同様、実際に企業に貢献できるインターンシップを目指してきた。しかし、最近では企業の受入希望が伸びているにも係わらず、派遣する学生の数が足りないという状況になりつつある。
3.2　標準化に関する教育

　知的財産に関する教育に比べて標準化に関する教育の普及は遅れている。一部の大学院において総務省や経済産業省が開発した教材を利用した標準化コースが新設されたが、他の大学院ではそれぞれの専門分野の観点からいくつかの科目が設けられているに過ぎない。本学の場合、標準化と知的財産の関係を対象として1科目が設けられているのみであり、今後以下のような観点から拡充が必要である(3)。本学の場合、知的財産専門職大学院として開設されたこともあり、標準化を創造、保護、活用からなる知的創造サイクルのうちの活用の一形態としか認識していなかった。政府の当初の知財戦略も同様であった。しかし、その後、標準化は知的創造サイクルの全般に影響を及ぼす、より広く本質的な要素であることが認識されつつある。例えば、創造の初期段階から開発技術のどの部分を標準化の対象にするべきかについて戦略を立てることが重要である。政府の最近の知財戦略の中でも前述した通り、標準化は企業の国際競争力を高めるための主要な要素であることが認識されてきた(4)。
　これより、今後は政府の戦略に呼応した体系的な標準化教育が求められていると言えよう。知的財産活動の一要素としての標準化だけではなく、社会のあらゆる分野において活用されている標準化の考え方を整理し、体系化することから標準化教育体系を確立する必要がある。例えば、技術分野だけでなく政治、経済、会計、社会などの各分野で活用される様々な基準も標準化の一部を構成すると考える必要がある。このように考えることで、より広い視野に立った企業の技術普及戦略が出てくる可能性があろう。
4．知財と標準化に関する教育の課題
4.1　知財教育のグローバル化
　企業活動のグローバル化に伴い、企業が直面する知的財産の問題もグローバル化する傾向にある。これは大企業だけではなく中小企業も同様である。特に、近年は中国をはじめとするアジア新興国との関わりがなければ中小企業を含む日本企業の将来の成長は望めない。この意味で中小企業における知財戦略の充実は今後一層求められることになる。大学院における知財教育もこのような企業のグローバル化に対応する必要がある。上で述べた知財教育の現状についても今後はグローバル化の観点から教育の拡充を図ることが重要と考える。その際、知財教育を推進する大学院間の連携が欠かせない。

　このような問題意識の下に本年6月、本学を含む7大学院と関係機関との協調を目的として「知的財産教育研究・専門職大学院協議会」が発足した(5)。その活動予定項目の第1に「アジア・新興国における知的財産教育・研究ネットワークの形成」が謳われている。また、カリキュラムの共同作成や単位互換を含む教育連携、および弁理士試験一部免除制度の見直しについても大学院間の連携が行われる予定である。本学はこの活動に積極的に関わることにより、知財教育の質向上とグローバル化を進める方針としている。この中で知的財産インターンシップについても将来、国境を越える形で実現することが考えられる。
4.2　標準化教育の体系化
　ここでは3.2節に述べた標準化教育の現状を踏まえて、主として本学のような知的財産専門職大学院において体系的な標準化教育を実現する方策を考える。標準化の本質は相互接続性、相互流通性の向上による利便性の向上と市場の拡大であると考えると、その適用範囲は技術分野に限らず、表1のようにとらえることができる。今後、この表に基づいて標準化教育を体系化することが重要と考える。
表1　標準化教育の体系化
	項目
	教育の内容
	達成目標

	社会と標準化
	社会生活に適用される標準化の事例と発展過程
	社会生活に標準化が適用されていることを理解

	技術と標準化
	技術標準化の事例と発展過程
	各技術分野の標準化を理解

	ビジネスと標準化
	標準化によるビジネスモデル事例と類型化
	標準化によるビジネスモデル開発例を理解

	知的財産と標準化
	標準に含まれる知的財産の事例と課題、パテントプールの活用等
	標準化に含まれる知的財産の問題について理解


5．あとがき
　本稿では大学院における知的財産と標準化に関する教育の現状を踏まえ、今後日本が再び経済成長に向けて歩を進めるために、これらの教育をどのように改善するべきかについて考えた。両者に共通のキーワードは「グローバル化」である。アジア新興国の大学院との連携を進め、学生と教員の相互訪問を活性化することにより、我が国の大学院教育のグローバル化を進めることが最初に取り組むべき課題と思われる。これにより、若い世代をグローバル化することが経済成長の近道ではないかと思う。
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